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来住哲
7. 船積期限と契約の履行
信用状の有効期限が売買契約を履行するのに可能な期限になっているかに
ついては前節で述べたので，ここでは船積期限もまた売買契約を履行するの
に可能な期限になっているかについて論じてみたい。
売買契約においては価格，品質，数量，決済と並んで物品の引渡しを取り
決めなければならないが，引渡し (Delivery)は積地での引渡しのことか，
揚地での引渡しのことかということで問題を起こすことがある。そこで，一
般に引渡しという語を用いないで，船積み (Shipment)という語が用いら
れており，硯行では輸出地の船積時期をもって引渡時期とみるのが慣例とな
っている。それゆえ，売買当事者は船積時期ないしは船積期限を取り決める
べきであり，信用状においてもそれらについてどのような記載がなされてい
るかは輸出者にとっては重要な関心事の一つである。
さて船積期限について述べる前に， 船積み (Shipment)という字義につ
いて若干説明を加えておきたい。
1) 船稼みの意義
船積みという言葉は，英国では現実的船積みと解され，船舶への貨物の積
込みを意味するものであり， その立証書類として船積船荷証券 (Shipped
(on Board) B/L)が提供されるのが慣例であった。 これに対し，米国で
は船舶への積込みはもちろんのこと鉄道貨車への積込み，すなわち陸運をも
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含めた解釈をとっており，その立証書類として船積船荷証券のみならず，受
取船荷証券 (Received(for Shipment〕 B几• 以下 R邸 eivedB几と呼ぶ）
の提供も認められてきた。
しかし現行の信用状統一規則では， 「"shipment"という用語は， 信用状
にほかに異なる定めのないかぎり， "loadingon board", "dispatch"およ
(58) 
び "takingin charge"の表現を含むものと解される」と規定し，積出し
(Shipment)という言葉には船舶への積込み， 発送およぴ受取りをも含む
ものと解している。したがって後述するように，その立証書類も異なってく
る。
船積みについて最も重視しなければならないのは貨物の引渡しの履行期日
すなわち貨物の船積期限の問題である。現行では輸出地の船積時期をもって
引渡時期とみるのが慣例となっているから，通常，売買契約においてはもち
ろん，信用状においても船積期限が記載されている。貿易取引は国内取引に
くらべて，通常，その貨物の取扱量は多く，貨物の船積みを履行するまでに
相当な日時を要するため，売買契約を履行するのに十分な船積期限が必要で
ある。
売主は船積期限内に契約を履行しなければならないが，もし船積期限内に
契約を履行しなければ， 買主は船積書類の受諾を拒否する権限をもってい
る。売主が約定の時期より遅く船積みすることはもちろん，約定の時期より
早く船積みすることも契約遣反とみなされる。たとえば売買契約で積月が4
月と取り決められ，信用状に4月積みと明記されているならば，それ以前の
船積み，すなわち3月31日以前に船積みすることは明らかに売買契約遮反で
あり，また信用状条件に遣反するものとして発行銀行より，手形の引受け・
支払いを拒絶される。しかし信用状に4月積みと明記されていなければ，売
買契約遣反として損害賠償請求が行われても，信用状条件に合致して振り出
された手形に対する支払いは拒絶されない。なお信用状の有効期限が5月15
(58) 荷為替債用状統一規則および慣例 (UniformCustoms and Practice for Docu-
mentary Credits 1983 Revision) (以下，信用状統一規則という）第50条a項
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日まであっても，積み遅れて5月1日に船積みしたときは，前述と同様の扱
いになる。
それでは船積時期に対する早積みまたは積遅れは何を基準にして行われて
いるのであろうか。
従来，実務上では船荷証券の日付 (Dateof B/L)をもって船積日 (Date
of Shipment)とみなすのが慣習であったが， 1983年の信用状統一規則では，
(59) 
「運送書類の発行日は積出しの日 (Dateof Shipment)と解される」と規
定し，さらに前述したように， 積出し (Shipment)という言葉には船舶，
航空機， 鉄道貨車等への積込み， 航空機や郵便等船舶以外の手段による発. . . 
送，貨物を運送するための受取りなどが含まれるため，それらの立証書類で
(60) 
ある運送書類の発行日の解釈規定を次のように定めている。すなわち，
(1) 航空運送以外の運送方法による発送または受取り，または船積みのた
めの物品受領を証明する運送書類すなわち航空貨物運送状 (AirWaybill)な
どの航空運送のための運送書類を除く受取式運送書類の場合について規定し
たもので，たとえば郵便小包受領書(PostReceipt)または郵送証明書(Certi-
ficate of Posting), 複合運送書類 (CombinedTransport Documents), 
受取船荷証券 (ReceivedB/L)などの場合には，当該運送書類面に示され
(61) 
た発行日または受領スタンプの日付のいずれかあとの日。しかし信用状に受
取船荷証券の受理が認められているか，また複合運送書類の場合は積込済み
を証する書類が要求されていないかを確める必要があり，もしそのようにな
っていなければこの日付では荷為替取組に支障をきたすことになる。
(2) 航空運送を証明する運送書類たとえば航空貨物運送状(AirWaybill), 
航空運送受託書 (AirConsignment Note)などの場合には，当該運送書類
に示された発行日，または信用状が運送書類に実際のフライト・デイトを示
すべき旨を明示しているときは，当該運送書類に示された実際のフライト・
(59) 信用状統一規則第50条b項
(60) 同第47条b項
(61) 同第47条b項 i号
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(62) 
デイト。なお航空貨物運送状は受取式であるから，実際のフライト・デイト
の記載を信用状で求められている場合には航空貨物運送状にそれを追記して
もらうか，証明書をつけてもらうことが必要となろう。
(3) 記載船舶への積込みを証明する運送書類， たとえば船積船荷証券
(63) 
(Shipped B/L)の場合には，当該運送書類の発行日，または第27条b項に
したがった積込済みの付記のあるときすなわち受取船荷証券 (Received
(64) (65) 
B/L)に船積みの事実および船積年月日を付記したときは，当該付記の日。
わかりやすく言えば，船積船荷証券の場合は発行日，受取船荷証券の様式で
ある場合は積込付記日 (onboard date) ということになる。
(4) 第44条b項が適用される場合，すなわち同一航海の同一船舶による複
数の積出しまたは海上運送を含む2つ以上の運送方法による複数の積出しに
おける運送書類の場合には，最後に発行された運送書類について上記(1)~(3)
(66) 
により決定された日
(62) 同第47条b項i号
(63) 「船舶への積込みもしくは船積みは…••• （中略）……，または "receivedfor 
shipment"と明記している運送書類の場合には， 当該運送書類面に運送人また
はその代理人が署名もしくはイニシアル署名をし，かつ日付を入れた積込済みの
付記をすることによっても，これを証明することができ，さらにこの付記の日付
が記載船舶への積込みまたは記載船舶への船積みの日とみなされる」と規定され
ている。
(64) 受取船荷証券とは荷為替取組の関係で，船荷証券を早く入手したい場合に，停
泊中または未着の船舶への積込みを予想し，運送人の指定場所での引渡しによっ
て，言い換えれば本船以外の場所で積込み以前に運送人によって貨物が受け取ら
れたときに発行される船荷証券であるが，現行では原則として船積船荷証券が要
求されているから，受取船荷証券の場合は貨物が実際に本船に積み込まれた後，
船会社がこの証券に船積みの事実と船積年月日を追記または裏書し，署名するこ
とによって船積追記付船荷証券 (OnBoard Notation B/L)または船積裏書付
船荷証券 (OnBoard Endorsement B/L)となり， 船積船荷証券と全く同一に
扱われるのが硯慣習である。
(65) 信用状統一規則第47条b項i号
(66) 同第47条b項iv号
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を運送書類の発行日とすることが規定されている。さらにこの運送書類の発
(67) 
行日が積出しの日と解されている。
2) 船積期限の明示方法
信用状統一規則では船積期限を明示する規定はないが，実際には船積期限
についてなんらかの表示がなされているのが通例である。 たとえば①Bills 
of Lading must be dated not later than .(d._8:t.~2 または Full set of clean 
on board ocean bils of lading dated not later than .(d.~t.~2 のように船荷
証券の日付で船積履行期限を示しているもの，また Shipmentis to be ef-
fected not later than (d.!3:t.~) または Evidencing shipment by (~~~~)のよ
うに船積みの履行期限を明示しているものもある。また⑨Latest shipment 
（最終船積み）は何年何月何日というように明示することもある。
なお信用状の有効期限のみ記載され， 船積期限の明示がない場合もある
が，この場合は信用状の有効期限をもって船積期限とみなされている。また
船積期限について信用状の条件変更がなされている場合は，信用状条項変更
通知書 (Amendmentletter)に明示されている有効期限をもって船積期限
とみなされる。
次に急速な船積みを意味する「直積み」 (Promptshipment, Immediate 
shipment)という用語が信用状に記載されているときは，信用状の発行日
から30日以内の船積みを意味するものとされている。これらの用語について
は国によってその解釈はまちまちであり，このような曖昧な用語は使用すべ
(68) 
きでない旨を既に述ぺたが，信用状統一規則もこの点を指摘し，「"prompt",
"immediately", "as soon as possible"およびこれらと同様の表現は使
用されるべきではない。それらの表現が使用されているときは，銀行は，そ
(67) 同第50条b項
(68) 拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点(1)」関西大
学経済論集第5巻第5号，昭和30年8月刊， 62~63頁。
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れらの表硯を，信用状の発行日から30日以内に積出しを行うべき旨の発行銀
(69) 
行による定めであると解釈する」と規定している。
また Shipmentis to be effected on or about (~c1te) のように "on or 
about"またはこれと類似の表現が使用されているときは， 銀行は，それら
の表現を，定められた日の 5日前から同日の5日後までの期間内に積出しが
行われるべき旨を明示しているものと解釈し，その期間はその両端の日を含
(70) 
むものとするとされている。たとえば onor about May 10という表現があ
れば， 5月5日から 5月15日の間に船積みを行えばよく，したがって輸出者
は5月5日から 5月15日までの間のいずれかの日付を有する運送書類を差し
出せばよい。
なお船積時期に関連して用いられる Beginning,Middleまたは Endな
どの用語については，信用状の有効期限のところで述べたので，ここでは省
略するが，ただ船積みの最終期限すなわち最終船積日が休祭日であっても，
その日までに船積みしなければならず，信用状の有効期限や書類の呈示期間
の最終日が休祭日である場合のように次の営業日まで延長されるものではな
(71) 
いことに注意すべきである。
このような点に留意して，売主は約定した船積期間内に船積みしなければ
ならないが，そのためには船腹 (Shippingspace; Ship's space)の確保が
(69) 信用状統一規則第50条c項。なお1951年， 1962年および1974年の信用状統一規
則では，発行銀行または場合によっては通知銀行の受益者に対する信用状の通知
状の日付から30日以内に積出しを行うよう要求しているもの，すなわち信用状の． 
通知日から30日以内の積出しと解されていた (42条， 40条および40条）が， 1983
年の信用状統一規則では，信用状の発行日から30日以内の積出しと解されるよう
になったことに注意すべきである。また "prompt"などの用語は使用すべきで
ないという表現は1962年の侶用状統一規則から記載されるようになった。
なお "immediately"に関する疑問については InternationalChamber of 
Commerce, Case Studies on Documentary Credit, 1989, p. 124~125を参
照されたい。
(70) 信用状統一規則第50条d項
(71) 同第48条b項
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必要となる。現行では船腹の確保に配慮する必要はあまりないが，海運市況
の堅調，開発途上国の港湾設備の不完全さないし不十分さ，直航船の有無な
どにより，航路によっては船腹の確保がむつかしいこともあるので，注意を
要する。また船積期限と信用状の有効期限が同一の場合，特にそれらが月末
である場合は，国内売買契約の関係（メーカーの直輸出の場合を除く）もあ
って，貨物が月末に出荷されることが多く，したがって貨物は月末ぎりぎり
に船積みされることになる。その結果，荷為替取組に支障をきたすことにな
り，信用状条件遮反として支払拒絶を受けることになる。それゆえに売主は
船積期限と信用状期限が月末で同一になっている信用状の場合には，メーカ
ーにできるだけ早く貨物の出荷をしてもらうよう手配すべきであり，より根
本的にはこのような信用状を接受するのではなく，売買契約において船積時
期を取り決めるとともに荷為替取組のための必要な猶予期限を要求し，これ
を信用状に，たとえば船積期限は5月31日，信用状の有効期限は6月15日と
いうように記載させるようにすべきである。
8. 引渡数量
売買取引においては，商慣習や特約のある場合を除いて，契約数量と引渡
数量が一致することが必須の条件であるが，信用状取引においても，信用状
に記載されている数量と引渡数量（実際には商業送り状などの書類に記載さ
れている数量）が一致しておらなければならない。しかるに信用状記載数量
と引渡数量が一致していないため，代金の支払拒絶を受ける場合がかなり多
し‘゜
1) 数量単位
信用状の記載数量と引渡数量の相遮はまず重量単位の誤解からおこりやす
い。たとえば売主が売買契約では， Metric Ton (仏トン，キロ・グラムト
ン， 1,000kgs. C約2,204ボンド〕）または ShortTon (米トン， 2,000ボンド）
の単位でその物品の総重量を売却したにもかかわらず，買主が誤って Long
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Ton (英トン， 2,240ポンド）を単位として信用状に数量を記載して開設し
てくる場合などである。なおバレル (Barrel)やプッシェル (Bushel)など
数量単位に関する国による慣習の相遮にも注意を払わなければならない。し
かしこれらの問題は，売主が信用状を注意して点検するならば，早期にその
誤りを発見することができ，その訂正を買主に要求することによって，信用
状を訂正してもらうことができるであろう。
2) 約定数量と引渡数量の一致
上述のような数量単位の誤解とは異なり，信用状の記載事項そのものは外
面上なんら支障はないのであるが，約定品の出荷数量が確定して始めて重大
な問題が提起される場合の数量上の問題がある。
売買取引においては引渡数量は約定数量と一致することが求められている
(72) 
が，貿易取引は原則として未行売買であるから， 種々の理由， たとえば生
産・製造上の支障，大量貨物の運送中における減量，積込作業中の飛散，漏
失，海中への墜落，また液休商品のように商品の性質により運送中または保
管中における自然減量などによって，約定数量と引渡数量が一致しないこと
がある。もちろん商品によっては，数量過不足 (moreor less)許容の慣習
があるものがあるが，約定数量と引渡数量が一致していなかったために起こ
(73) 
った紛争は極めて多い。
さて信用状に10,000個と数量が明記されており， "moreor less"や
"about"などの概数表示語もなく，また分割積出し (Partialshipment)が
許容されていない場合がかなり多い。このような場合，信用状の記載数量は
(72) 未済売買 (Agreementto sel)ともいわれ， 物品の所有権が条件付で移転す
る売買，換言すれば売買契約の締結と同時に契約の履行がなされるのではなく，
将来の一定時期に契約の履行がなされる未履行物品売買をいう。
(73) Michael Mark, Chalmers'Sale of Goods Act, 1979, 18th ed., 1981, pp. 
181~183; P. S. Atiyah, The Sale of Goods, 7th ed., 1985, pp. 94~99; K. C. 
Kennedy, Benjamin on Sale, 7th ed., 1931 pp. 730~740および賀屋俊雄著
「海上売買形態と貿易業務」昭和33年,151~158頁を参照されたい。
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約定数量と同じであるので，この記載は至極当然のように思えるが，約定品の
出荷ないし船積みの段階で問題が提起されることがある。すなわち出荷数量
が約定数量または信用状の記載数量である10,000個を上回るか，または下回
った場合には信用状条件に一致しておらないということで荷為替取組に支障
をきたすことになる。もちろん過剰分を残して，記載数量通り輸出すれば問題
はないと言えるが，しかしその過剰分については通常，いくらか損失になる。
また不足の場合には不足のままで約定品を船積みすることは危険であり，非
常な損失を被ることになるかもしれない。しかしながら信用状に "more
or less"や "about"などの概数表示語が記載されているか，または分割積
出しが許容されておれば，このような問題は避けることができるであろう。
(73) 
イギリスにおいては英国動産売買法 (Saleof Goods Act, 1979)第30条
において数量過不足の問題を取り扱っている。すなわちその1項では， 「売
主が約定数量よりも少ない数量の物品を買主に引き渡した場合には，買主は
それを拒否することができる。しかし買主がそのように引き渡された物品を
受け取るならば，買主は契約値段で支払わなければならない」と規定してい
る。 また第2項では， 「売主が約定数量よりも多い数量の物品を買主に引き
渡した場合には，買主は契約数量の物品を受け取り，残余を拒否することが
できる，または買主はその全部を拒否することができる」とし，さらに第3
項では， 「売主が約定数量よりも多い数量の物品を買主に引き渡し，買主が
そのように引き渡された物品の全部を受け取る場合には，買主は契約値段で
(74) 
支払わなければならない」と規定している。 また第5項では， 「本条の規定
は取引慣習，特約または当事者間に慣行のある場合にはこれに従うものとす
(75) 
る」としている。またアメリカにおいても米国統一商法典に同様の規定があ
(73) 英国物品売買法ともいわれ， 1893年に制定され， 1979年に改訂された。
(74) 1893年の英国動産売買法 (Saleof Goods Act, 1893)では第2項の後半に記
戦されていたが， 1979年の英国動産売買法では第2項とわかれて第3項として記
載されている (MichaelC. Blair, Sale of Goods Act 1979, p. 76)。
(75) Uniform Commercial Code (UCC)§2-601 
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る。このように商慣習や特約のある場合を除いて，買主は売主が約定数量よ
りも少なく物品を引き渡すか，または約定数量よりも多く物品を引き渡した
場合には，その受取りを拒否することができるから，約定数量と引渡数量に
過不足がないことが求められる。この点，フランスにおいても売買取引上，
(76) 
買主への引渡数量は約定数量と合致しておらなければならないとしている。
なお， 1912年に起こった ShiptonAnderson & Co. v. Weil Brothers 
の係争事件においては， 売主は小麦の約定数量（許容数量を含む）は4,950
トンであったが，実際に引き渡した数量は4,950トン55ボンドであった。し
かし売主は超過量の55ボンドに対しては明示的にも，黙示的にも代金の支払
いを請求しなかった。この係争事件では，この超過量の提供は売主の善意の
提供であって，その提供をもって買主は物品の引取りを拒絶することはでき
(77) 
ないとされ，きわめてわずかな超過で代金を請求しない場合には，いわゆる
"De minimis non curat lex" (法は些事に関せず）の原則が適用され，売
主に有利な判決が下された。これに関連してトンまたはハンドレッド・ウエ
イトに関する契約において，少しのボンドまたはオンスの遮いは無視しても
(78) 
よいが，約定数量を上回る数トンの超過は不当な提供であるかもしれないと
いう意見もある。しかし上述の判例はあくまでも超過分がきわめて僅少で，．．．．．．．．．．．．．．．．． 
しかも売主が超過分の代金を請求しなかったことにあり，もし売主が超過分
の代金を請求したとするならば，このような結果になったかどうかは大いに
疑問の存するところである。それゆえに売主は約定数量と引渡数量が一致し
ていなくても，その差がきわめて僅少であるなら，充足した履行をなしたも
のと解するのはきわめて危険である。
このように過不足許容文言がありながら，このような係争事件を惹起した
ことを考えると， 物品によっては確定数量が記載されている場合の契約履
行がいかにむつかしいかがわかるであろう。 それゆえに売主の陥りやすい
(76) J. Heenen, Vente et Commerce Maritime, 1952, p. 236. 
(77) Michael Mark, op. cit., p. 181, Illustrations Subsection (2) 
(78) Clive M. Schmitthoff, The Sale of Goods, 2nd ed., 1951, pp.104~105. 
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不完全履行から生ずる不利益を回避するために， 買主をして引渡数量に，
"about", "approximately" または "moreor lessという過不足許容文
言を付加して，信用状を開設させるようにすべきである。
3) 過不足許容文言
売主は過不足許容文言を付加してもらうことによって，約定数量よりも多
く，または少なく物品の引渡しを行うことが可能になるので，信用状を接受
すれば過不足許容文言があるかどうかを点検すべきである。
もちろん商品によっては，商慣習や特約によってその許容量が契約上明記
されているものもある。たとえばロンドン穀物取引組合(TheLondon Corn 
Trade Association)の契約書式7号 (JapaneseContract…Parcels)では
約定数量の2%の過不足の提供が隠められており， また天産物仲立人組合
(The General Produce Brokers'Associationの契約書式では2.5%の過
不足を隠めている。また油種子や化学製品の同業組合では5%の過不足が許
容されている。このように商慣習や特約によって数量の過不足が許容されて
いる場合でも，その数量を上回る数量を引き渡したため，紛争が生じたこと
(79) 
があるので，数量の過不足の許容量が取り決められていなければ，なおさら
危険は高いといわなければならない。
英国においては， "about","approximately"または "moreor less"の
ような概数表示語についてその過不足の許容限度は確定しておらず，売買当
事者の合意に基づく場合もあり，また商品の性質や商慣習によって了解され
る場合もある。しかし硯在では英国も信用状統一規則を採択しているから，
前述の概数表示語がある場合は， 10%の過不足 (moreor less)を謁めるこ
(79) K. C. Kennedy, On CIF Contract, 2nd ed., 1928, p. 65; Dennis C. Thomp-
son, Kennedy's C. I. F. Contract, 3rd ed., 1959, pp. 25~26; K. C. Kennedy, 
op cit., p. 733~740; 賀屋俊雄，前揚書， 153頁およぴ157頁を参照されたい。
なお拙稿「契約数量を上廻わる約定品の引渡し〔貿易取引をめぐるトラブルの事
例研究 (31)〕」 JCAジャーナル第35巻第2号， 1988年2月号も参照されたい。
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とになる。
しかし注意すべきことはこの許容は信用状取引において手形買取銀行
(Negotiating Bank)や信用状発行銀行 (IssuingBank)が荷為替手形の
買取りや支払いの際に信用状に記載されている数量（通常，約定数量）と船
積書類に記載されている数量が一致していない場合に，どの範囲までなら許
容できるか，換言すれば手形買取りや手形支払いの拒絶の判断基準を定めた
ものにすぎない。 したがって信用状なしの取引にはそのまま適用されない
し，また売買契約における売主および買主の権利・義務などを規定したもの
ではないから，売買契約の履行の場合にも，この過不足許容の範囲は適用さ
れないことに注意すべきである。
またフランスにおいては， "about"や "approximately"に該当する用語
として "Environ"が用いられているが， この用語の使用によって，売主は
約定数量よりも若干過不足していても， 約定品の引渡しを行うことができ
る。この用語による過不足の許容限度は売買契約の記載文言の解釈，売買両
当事者の合意，商慣習および商品の性質などによって決まるが，判決によっ
(80) (81) 
て示されたものを引用すると，酒樽の場合は10%, ラム酒の場合も10%,鉛
(82) 
の場合はわずかに1%を超えてはならないとされている。しかし取引におい
(83) 
て一般に使用されている取決めは5%ないし10%であったが，現行の信用状
取引では信用状統一規則に準拠して10%の過不足を認めている。したがって
"Environ"という許容文言が信用状に記載されているならば，売主は許容
された範囲内で引渡数量を増減することができるのである。
さらに信用状統一規則では「信用状の金額または信用状に明記された数量
もしくは単価について使用される "about","circa"またはこれらと類似の
(80) ナント判例 1924年3月24日
(81) ル・アーヴル判例 1924年3月14日
(82) 同1916年11月5日
(83) Adrien Gaubert, Les Ventes Maritimes, 1912, p.180注(2)および p.334.
また J.Heenenは10%としている (J.Heenen, op. cit., p. 236.) 
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語は，それが関係する金額または数量もしくは単価より10%を超えない過不
(84) 
足もしくは増減を許容しているものとして解釈される」と規定し，数量の前
に "about"なる語が記載されている場合には， 10%を超えない過不足 (10
(85) 
% more or 10% less)を許容している。 したがって信用状に数量につい
て about10, 000 pcs. と記載されているならば， 上限11,000pcs. 下限
9,000 pcs. の数量を許容し， 11,000pcs. から 9,000pcsの間であれば，
信用状条件に合致しているものとみなされる。しかしここで忘れてならない
ことは， 信用状統一規則第43条の規定では "about"などの用語は数量のみ
ならず信用状の金額および単価に適用されるが，これらの用語は付された項
目についてのみ10%の過不足が適用されるということである。したがって
abt. 10, 000 pcs. のように， 数量にのみこれらの概数表示語が付されてお
り，信用状金額については US$10, 000. QQまた単価については US$1per 
pee. のようにこれらの概数表示語が付されていないときは， 数量について
のみ10%の過不足が許容され，信用状金額や単価については10%の過不足は
許容されていない。それゆえに数量の超過は許容されても，信用状金額を超
過することは許容されていないから，本例の場合では数量は実質的に増加す
ることはできず，実際には10%以内の数量不足の場合にしか，この信用状を
有効に使用することはできない。わかりやすく言えば，数量過不足が許容さ
れていても，信用状金額との関係もあって，数量の超過は無理な場合が多
く，もっぱら不足の場合に利用されることが多いということである。要する
に数量に abt. という概数表示語が付加されているなら，信用状金額の前に
も abt. という概数表示語を付加してもらうべきである。
(84) 信用状統一規則第43条a項
(85) 1951年の信用状統一規則では， 10彩moreor les となっていたが，曖昧な点
が生ずることを避け， 1962年の信用状統一規則から 10%more or 10% les と
して過不足の増減にそれぞれ10彩の幅のあることを明らかにした（小峯 登「信
用状統一規則（下）」昭和42年， 342頁）。硯行 (1983年）ならぴに 1974年の信用
状統一規則もこの表現を踏襲している。
14(130) 第 35巻第 2 号
なお上述したように，穀物，鉱石，液化物などについては，約定数量と引
渡数量を一致させることはきわめてむつかしいから，商慣習または特約によ
って若干の相遮を許容するか，または売買契約書に数量過不足の許容限度を
記載している。この点，信用状取引の場合も同じであるので，信用状統一規
則も限定条件をつけて，これに関する規定を設けている。すなわち「定めら
れた物品の数量に過不足があってはならないと信用状が明示していないかぎ
(86) 
り， 5%の過不足は， たとえ分割積出しが許容されていなくても認められ
(87) 
る。ただし使用金額が信用状金額を超えないことを常に条件とする。この過
不足は，信用状が包装単位または個々の品目の数を記載することによって数
(88) 
量を明示しているときには適用されない」と規定している。このようにこの
条項はいかなる場合にも適用されるのではなく，①信用状に物品の数量につ
いて過不足を禁止していないこと， R使用金額が信用状金額を超えないこ
と，⑧100 Bagsとか， 100Casesというように包装単位または個々の品目
の数を記載することによって数量が明示されていない場合に，本項の5%の
数量過不足が許容されるのである。また本項の解釈も，前述の信用状統一規
則第43条a項の解釈の場合と同じく，信用状取引の場合に適用されるが，信
用状なしの取引の場合にはそのまま適用されないし，また売買契約の履行の
場合にも，そのまま適用されないことに注意すべきである。
貿易取引においては，約定数量と引渡数量の不一致の問題は数量超過より
も数量不足の場合に多く起こるが，時には物品の相当量の減少の発生を予想
して物品を約定数量を超過して積み出したところ，予想外に減少しなかった
ため，数量超過となって紛争を起こすこともある。しかし，信用状に過不足
許容文言を明記することによって，約定品の引渡不履行による紛争を大幅に
(86) 1974年の信用状統一規則では3%であったが， 1983年の統一規則では5%に引
き上げられた。
(87) 使用金額 (theamount of the drawings)という言葉が使用されているが，
手形振出金額という言葉を用いる方がわかりやすいと思う。
(88) 信用状統一規則第43条b項
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減少させることができることを忘れてはならない。さらに数量不足の場合，
後述の分割積出し (Partialshipment)が許可されているかどうかによっ
て，その処置は異なってくるから，売主としては過不足許容文言があり，ま
た分割積出し許可になっている信用状を接受すべきである。
9. 分割積出し
約定数量と引渡数量の一致のむつかしさ，またそれによる紛争およぴ過不
足許容文言の明示による紛争回避を述べ，さらに分割積出しを許容してもら
うことによって， 数量， 金額などに関する紛争は減少するであろうという
ことも述べた。 しかるに分割積出し不許容 (Partialshipments are not 
permitted.)と記載されている信用状がかなりあるにもかかわらず，分割積
出しの問題を軽視する嫌いがあるのは残念である。もちろん取引によっては
分割積出しを必要としないかもしれないが，数回の積出しを必要とするもの
もある。
(89) 
分割積出し (Partialshipment ; Instalment shipment)とは約定品を数
回に分割して，時間的間隔をおいて積み出すことをいい，割積みとも分割積
みともいわれている。一般に分割積出しは買主の資金の関係や需要者側の消
費能力などによって約定品の引渡しが長期にわたるのが有利な場合に，買主
が要求することが多いが，売主としても生産，製造，集荷ならびに金融上の
理由によって一度に全量の積出しが行われにくい場合に必要とされることが
ある。したがって売主が一回で積み出すことがむつかしいと思う場合には，
売買契約書に分割積出しを許容する文言を記載するとともに，信用状にも分
割積出し許容 (Partialshipments are allowed.)という約款を記載しても
(89) 信用状統一規則では Partialshipmentを分割積出しと訳されているが，約定品
の全量を一度に引き渡さず，部分的に積み出す点から部分積出しといい．分割積
出しは約定品を数回に分割して時間的間隔をおいて積み出す点から Instalment
shipmentに用いる方がよい。 しかし，これは観点の相遣で，内容的にはなんら
異ならない。
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らうようにすべきである。
1) 分割積出しの許容
信用状統一規則では， 「分割積出しは， 信用状がほかに異なることを定め
(90) 
ていないかぎり許容される」と規定し，信用状に分割積出し不許容 (Partial
shipments are not allowed.)の規定のないかぎり，分割積出しを認めてい
る。したがって分割積出し許容の場合はもちろん，分割積出しについて何も
記載されておらない場合も，分割積出しは許容されている。しかし英法では
「他に同意なきかぎり，物品の買主は分割による物品の引渡しを受諾する義
(91) 
務はない」と規定し，分割積出し許容の明記なきかぎり，分割積出しを認め
ていない。英国も現在では信用状統一規則を採択しているので，信用状取引
の場合は禁止規定のないかぎり分割積出しは許容されるという信用状統一規
則に準拠することになるが，信用状なしの取引の場合は許容の規定のないか
ぎり分割積出しを認めないという英法に準拠することになる。また信用状取
引の場合でも，信用状統一規則の規定をそのまま売買契約の場合にあては
めるわけにはいかない。したがって売主は売買契約書に異なる記載のないか
ぎり分割積出しは許容される旨を記載しておくべきである。また仏国におい
ても，英国と同じく，特別の取決めのないかぎり約定品を一度に引き渡さな
ければならないとし，分割による引渡しを許容していない。このことは売買
契約における約定品の引渡しにおいて本質的なものであるが，信用状取引の
場合には信用状統一規則を採択しているため，上述の解釈と反対に，信用状
統一規則に準拠して，信用状に禁止規定のないかぎり分割積出しを認めてい
る。
(90) 信用状統一規則第44条a項
(91) Sale of Goods Act, 1979, 31一(1)
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2) 分割積出しと不履行
英国においては分割積出しによる売買契約は本質的には全休契約であっ
て，各個に分たれるという解釈は誤りであるという見解がとられていたが，
米国ではこの契約においては当事者の合意によって各積出しは別個の契約と
みなされ (eachshipment shall be regarded as a separate contract), -
積出しが約定期間内に履行されなくても，当該不履行分に対して損害賠償請
求をすればよく，契約全体を解除する必要はないという解釈や慣行が一般に
とられ， 1951年の信用状統一規則第37条もこの線に沿ったものと思われる。
なお仏国においては梯次的引渡売買 (Ventesur livraisons echelonnees) 
(92) 
というものがあり，しばしば連月渡し (Livraisonsmensuelles)という方
法が用いられたが， この分割引渡しには各積出し独立の原則 (Principde 
l'independance)が適用され，特約のないかぎり各々独立の契約を構成し，
その前後の引渡しにはなんの関係もなく，それぞれの当該引渡分のみ問題と
(93) 
なる。したがって船積売買 (Lavente sur embarquement)においては，
売主は約定時期順に船積みすればよく，時期順に物品が仕向地に到着する必
要はない。 しかし引渡売買 (Lemarche a livrer)では， 約定時期順に履
行することが必要である。このように仏国では各積出しは別個の契約とみな
されるという見解をとっており，さらに1933年および1951年の信用状統一規
（出）
則を採択したので， 1951年信用状統一規則の第37条の規定のように，各々の
分割積出しはそれぞれ別個の取引として取り扱われるという解釈をとったこ
とになる。なお仏国においても，連月渡し契約において最初の引渡しがなさ
(92) Adrien Gaubert, op. cit., p. 241 
(93) 詳細は J.Heenen, op. cit., p. 393~403を参照されたい。
(94) 「一定期間内の分割積出しが条件となっているときは，各々の分割積出しは別
個の取引として取り扱われるべきものとする。一定期間内に積み出されなかった
分割引渡し部分は，以後の積出しに加えることはできず，事実上取り消されたも
のとみなされる。しかし銀行は，以後の積出しが所定期間内になされるならば，
その積出書類と引換えに支払いをなすことができる。」
18(134) 第 35巻第 2 号
れなかったため，その後の船積書類の受諾を拒否し，かつ全契約を解除させ
(95) 
た判例がある。
しかるに1962年の信用状統一規則第34条では，英国動産売買法にみられる
分割引渡しの原則を採り入れ，従来の解釈や慣行に重大な変更を行い，さら
に1974年および1983年の信用状統一規則もこの規定を踏襲している。すなわ
ち1983年の信用状統一規則では， 「所定の期間ごとに分けて積み出すことが
信用状に定められている場合，いずれかの分割部分について当該分割部分に
許容されている期間内に積み出されないときは，信用状は，そこで異なる定
めをしていないかぎり，当該分割部分およびそれ以後の分割部分についても
(95) 
効力を失う」と規定している。わかりやすく言えば5月に 10,000 pcs. , 6 
月に10,000pcs., 7月に 10,000pcs. と分割して積み出すことになってい
る場合に， 5月分は信用状条件通り積み出したが， 6月分が積み出されない
ときは， 6月分の10,000pcs. とその後の7月分の10,000pcs. も効力を失
うことになる。このように現行の信用状取引では，特約のないかぎり，各積
(96) 
出しは別個の契約とはみなされていないことに注意すべきである。
3) 分割積出しとみなされない積出し
売主は出荷の都合で，約定品を分割して同一船舶に同一の場所で，または
異なった場所で積み出さなければならないことがある。たとえばニューヨー
ク行きの AMamに， 5月29日と 5月30日に約定品を神戸港で500個づつ
分割して積み出した場合，または 5月28日に神戸港で500個， 5月30日に横浜
港で500個というように約定品を分割して積み出した場合などであるが，通
常，これらの場合には各積出しに対する船荷証券 (Billof Lading; B/1) 
が発行されるが，これらの場合，分割積出しとみなされるのであろうか。この
問題は信用状に分割稜出し不許容 (Partialshipments are not permitted.) 
(95) ナント判例 1921年4月25日
(96) 分割積出しと不履行の事例については，拙稿「分割積みとその不履行〔貿易取
引をめぐるトラプルの事例研究 (37)J」JCAジャーナル第35巻第10号， 1988年
8月刊を参照されたい。
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (II)(来住） (135)19 
というような文言がある場合に，きわめて重要になってくる。
信用状統一規則では， 「同一船舶によりかつ同一航海のためになされた，
海上による複数の積出しまたは海上運送を含む2以上の運送方法による複数
の積出しは，たとえ積込みを示している運送書類に異なった発行日および／
(97) 
または異なった積込港が示されていても，分割積出しとはみなされない」と
規定している。このように信用状統一規則では同一航路の同一船舶による分
割積出しは分割積出しとはみなされず，一個の積出し (oneshipment)と
みなされている。このような積出しは本例では荷受人にとっては仕向地であ
るニューヨークにおいて約定品を同時に引き取ることができるため，単一の
引渡しと変わらない。したがって売主は分割積出しでないことを立証するた
(98) 
めに，一括して為替手形を振り出す必要がある。
この規定によって，買主が5月に500箱， 6月に500箱というように分割積
出しを求めている場合に，同一船舶に 5月31日に 500箱を積み，また6月1
日に 500箱を積み，それぞれに対する船荷証券すなわち 5月31日発行の船荷
証券と 6月1日発行の船荷証券を入手し，それらをそれぞれ為替手形に添付
して5月積出し分の荷為替手形と 6月積出し分の荷為替手形を作成し，それ
らを外国為替銀行に手形買取りのために別々に差し出して，手形代り金を入
手するというような悪らつなやり方を防ぐことができる。なお，上述の信用
状統一規則第44条b項の規定について，小峯登教授は「同一船舶の同一航海
という制限を付したのは，同一船舶でも同一航路を繰返し往復するものであ
るから，航海が異なっても同一船舶へ分割して積み込むことが起こりうる。
このような場合に対して，分割積出しを否定すべきことではないから，「同
ー航海」の「同一船舶」という限定を設けたのである。そして同一航海とは
同一航海の往復両航路を指すものではなく，その往航また帰航のいずれかを
(97) 信用状統一規則第44条b項
(98) 事例については拙稿「同一航路の同一船舶による複数の積出し〔貿易取引をめ
ぐるトラプルの事例研究(1)-〔I〕J JCAジャーナル第32巻第8号， 1985年8月
刊を参照されたい。
20(136) 第 35巻第 2 号
(99) 
指すものと解されている」と言われ，また「この規定は，信用状が分割積出
しを禁止している場合に，受益者である荷送人にとっては有益な Jレールであ
(100) 
るといえる」と述べている。
また郵便物の場合も， 「郵便によってなされた複数の積出しは， 郵便小包
受取書または郵送証明書が信用状に定める物品発送地において，かつ同一の
日に，スクンプされ，もしくはその他の方法により証明されたとみられる場
(101) 
合には，分割積出しとはみなされない」と規定し，さらに「本条のb項およ
びC項にいう運送方法以外の運送方法による複数の積出しは，運送書類が同
ーの運送人またはその代理人によって発行され，かつ同一の発行日，同一の
物品発送地もしくは物品受取地およぴ同一の仕向地を示していることを条件
(102) 
として分割積出しとはみなされない」と規定し，航空運送およぴ貨車運送な
どの場合において．分割積出しとみなされない例をあげている。
以上，売主は信用状を接受したら，分割積出しが禁止されていないか，ま
た分割積出しが求められている場合には，分割積出しについての取扱いにつ
いて注意を払うぺきである。
10. 信用状金額
売主は信用状を接受したら，信用状金額が契約金額を十分カバーしている
かどうかを点検しなければならない。信用状は約定数量をカバーするのに十
分な金額で，すなわち契約金額を十分カバーしている金額で開設されるのが
通常であるが，往々にしてカバーされていない場合がある。信用状に数量が
明記されていなければ，信用状金額が数量をカバーしていなくても，売主が
信用状金額の範囲内で約定品を積み出せば，余剰商品の何彩かは損失になる
であろうが，荷為替取組には支障はきたさないであろう。しかし信用状に
(99) 小峯登・舟木凌著「1974年信用状統一規則（下）」 444~445頁。
(100) 同上 445頁。
(101) 信用状統一規則第44条c項
(102) 同第44条d項
荷為替信用状取扱いにおける留意点 (IT)(来住） (137)21 
数量が明記されており，しかも分割積出し禁止の文言があり，単一給付が要
求されている場合には，明記されている数量を全量積み出せば信用状金額を
オーバーすることになり，信用状条件瀧反として手形の支払いは拒絶され
る。また分割積出し許容という文言があり，信用状金額限度一杯まで積み出
(103) 
したとしても数量不足となり，手形の支払いは拒絶される。しかし信用状金
額の前に "about"や "approximately"などの概数表示語があれば， 数量
(104) 
の場合と同じく， 10%の過不足が認められている。
(103) 拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点(2)」関西大
学経済論集第5巻第7号注(46),昭和30年11月刊を参照されたい。
(104) 信用状統一規則第43条 a項
